
















































３ Adams, Toward an understanding of inequity, Journal of Abnormal and Social Psychology,
1963.
















































































































































































































































































































府 省 新規派遣者数（累計） 派遣者総数
人事院 ０（ １） ０
内閣府 ２（ ６） ３
金融庁 ２（ ８） ３
総務省 １７（３１） ２６
法務省 ０（ ３） ０
外務省 １（ ２） １
財務省 ０（１４） ３
文部科学省 ２（ ８） ３
厚生労働省 ５（１２） １１
農林水産省 ９（２９） １４
林野庁 ０（ ４） ２
経済産業省 ２０（８４） ２９
資源エネルギー庁 ０（ １） ０
特許庁 ０（ ２） ２
中小企業庁 ０（ １） ０
国土交通省 ２１（１２０） ４４
観光庁 ０（ ２） １






１１ 以下、2013年 3月 27日人事院公表資料「官民人事交流に関する年次報告（平成
24年度）」から作成。人事院 HPより。
１２（累計）は制度が施行された 2000年 3月 21日から 2012年 12月 31日までの累積
数。
「派遣者総数」ならびに「在籍者数」は 2012年 12月 31日現在。
－７０－ 日本経大論集 第４３巻 第１号
⑤ ２０１２年度・交流採用（民→官）
府 省 新規採用者数（累計） 在職者数
内閣府 ３（ ７） ５
公正取引委員会 ０（ １） ０
金融庁 ４（３３） １１
消費者庁 ２（ ３） ２
総務省 ８（４０） １７
法務省 ０（ １） １
外務省 ９（８３） １５
財務省 １４（６６） ３１
文部科学省 １（ ６） １
厚生労働省 ９（２１） １２
農林水産省 ８（４７） １６
林野庁 ０（ ３） １
水産庁 ０（ １） １
経済産業省 ２１（１３７） ４４
資源エネルギー庁 ２（１９） ５
特許庁 １（ １） １
中小企業庁 １（ ３） １
国土交通省 ３５（２０８） ６５
観光庁 ５（２１） ７








業 種 交流派遣 交流採用 計
金融業、保険業 １６ ３６ ５２
製造業 １９ ２５ ４４
サービス業 １０ ２９ ３９
運輸業、郵便業 １３ １３ ２６
情報通信業 １２ ８ ２０
電気・ガス・熱供給・水道業 ３ １０ １３
不動産業、物品賃貸業 ４ ５ ９
建設業 １ ７ ８
卸売業、小売業 ２ ２ ４
宿泊業、飲食サービス業 １ １ ２
農業、林業 ０ １ １
教育、学習支援業 ０ ０ ０



















































－７４－ 日本経大論集 第４３巻 第１号
